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一．問題の所在
バブル経済が崩壊された後，不良債権が急速に増加されたため，債権の
消滅時効の援用と時効の中断に関する訴訟が急増している。
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時効の援用について，最高裁は時効援用権者の範囲を拡大し続けている。
一方，時効の中断の効果は相対的であり，債務者の時効利益の放棄による
時効中断の効果は，拡大されてきた物上保証人の援用権に影響を及ぼさな
いとされている
(１)
。これにより，債権者は新たに債務者以外の援用権者に対
し中断の措置をとらなければならないことになる。他方，保証人などの援
用権者が弁済または債務を承認した場合，債務者に対する時効は中断され
るか。さらに，物上保証人に対する抵当権の実行は債務者に対する時効の
中断となるか。できないとすれば，これも新たに債務者に対して中断の措
置をとらなければならないことになり，たいていの場合この時の債務者は
ほとんど所在不明になっている場合が多いので，中断の機を失してしまう。
これらの問題について既に多くの判例が現れている。本稿は，これらの問
題について，判例の考え方を分析するとともに，これらの問題点について
検討してみたい。
二．時効の援用権者
時効を援用しうる者の範囲について，民法145条は,「当事者」が時効援
用権者であると規定するのみで，その具体的な範囲について定めていない
ことから，時効の援用権者の範囲，すなわち，145条の「当事者」に当た
る者の範囲が問題となる。時効の援用が法的に自己の利益となる者であれ
ば誰でも援用できるとする無制限説の考え方と，援用権者の範囲に一定の
制限を加える制限説という考え方がある。大審院判例はこれを限定的に解
していたが，最高裁は，学説の批判を受け容れて,「時効により直接利益
を受ける者」に限られる大審院の立場を維持しつつも，その範囲を解釈に
より拡大する傾向にある
(２)
。
判例は，大判明治43年１月25日民録16輯22頁が,「当事者」とは,「時効
ニ因リ直接ニ利益ヲ受クヘキ者即取得時効ニ因リ権利ヲ取得シ又ハ消滅時
効ニ因リ権利ノ制限若クハ義務ヲ免ルル者」をいい,「時効ニ因リ間接ニ
利益ヲ受クル者」ハ「当事者」に該当しない，として制限説をとる。同大
(桃山法学 第５号 ’05)42
判は，抵当不動産の第三取得者や物上保証人は被担保債権の消滅時効の間
接に利益を受ける者にすぎないことを理由に援用権を否定した。その実質
的理由としては，直接利益を受ける者である債務者が援用しないのに，間
接に利益を受けるにすぎない物上保証人などの援用が認められるならば，
債権者は主たる債権を有しながら従たる抵当権を失うというような不都合
が生じるからであるという｡「時効ニ因リ間接ニ利益ヲ受クル者」は「当
事者」に該当しないという基準がその後の判例の準則となっている。その
後も大審院は，この基準を「直接に利益を受ける者」という基準に簡略化
し，大判昭和3年11月８日民集７巻980頁は詐害行為の受益者，大判昭和10
年５月28日新聞3853号11頁，大判昭和13年11月14日新聞4349号７頁は抵当
不動産の第三取得者，大判昭和11年２月14日新聞3959号７頁は配当異議を
主張する差押債権者の援用権を否定していた。
また，大判昭和９年５月２日民集13巻670頁も，再売買予約がなされ仮
登記のある不動産の第三取得者や抵当権者は予約完結権の消滅時効を援用
できない，としている。その理由はこれらの第三者はなんら義務を負担す
るものではないから消滅時効の完成により直接利益を受ける者ではないし，
これらの第三者に時効の援用を認めると，予約義務者は第三者との関係で
は時効の援用をしたのと同一の結果となるので，時効の援用を当事者の意
思にまかせた立法の精神に反するという。
しかし，このような定式により援用権者の範囲を狭く解することには学
説の批判が強く，最高裁はこのような学説の批判を受けて，右「直接利益
を受ける者」という一般的基準を堅持しつつ，消滅時効の援用権者の具体
的範囲を拡大し，大審院の判例を変更してきた。
最判昭和42年10月27日民集21巻８号2110頁，判時497号21頁，判タ214号
151頁，金法497号30頁は，他人の債務のために自己の不動産をいわゆる弱
い譲渡担保に供した物上保証人は被担保債権の消滅時効を援用できるとし，
最判昭和43年９月26日民集22巻９号2002頁，判時535号48頁，判タ227号
150頁は物上保証人に「直接受益者」として被担保債権の援用権を認める
とともに，物上保証人の債権者は債権者代位の方法でその債務者たる物上
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保証人の援用権を行使しうると判示した。最判昭和48年12月14日民集27巻
11号1586頁，判時727号45頁，判タ304号160頁，金商399号５頁，金法708
号29頁は，抵当不動産の第三取得者は被担保債権の消滅時効を援用できる
とし，さらに，最判昭和60年11月26日民集39巻７号1701頁，判時1181号
102頁，判タ585号52頁，金商739号３頁，金法1126号47頁も仮登記担保権
が設定されている不動産の第三取得者は被担保債権の消滅時効を援用でき
るとし，最判平成２年６月５日民集44巻４号599頁，判時1357号60頁，判
タ736号90頁，金法1266号29頁，金商852号３頁は，売買予約に基づく仮登
記のある不動産の抵当権者は予約完結権の消滅時効を援用できるとし，最
判平成４年３月19日民集46巻３号222頁，判時1423号77頁，判タ788号140
頁，金法1327号23頁，金商898号３頁は，売買予約に基づく仮登記のある
不動産の第三取得者は予約完結権の消滅時効を援用できるとし，最判平成
10年６月22日民集52巻４号1195頁，判時1644号106頁，判タ979号85頁は，
「詐害行為の受益者は，詐害行為取消権行使の直接の相手方とされている
上，これが行使されると債権者との間で詐害行為が取り消され，同行為に
よって得ていた利益を失う関係にあり，その反面，詐害行為取消権を行使
する債権者の債権が消滅すれば右の利益喪失を免れることができる地位に
あるから，右債権者の債権の消滅によって直接利益を受ける者に当たり，
右債権について消滅時効を援用することができるものと解する」とし，こ
れと見解を異にする右大審院昭和3年11月８日判決を変更した。そして，
最判平成11年２月26日判時1671号67頁も，譲渡担保権者から被担保債権の
弁済期後に譲渡担保権の目的物を譲り受けた第三者は，譲渡担保権設定者
が，譲渡担保権者に対して有する清算金支払請求権の消滅時効を援用でき
るなどして，大審院の判例を変更して消滅時効の援用権を認めている。
もっとも，これらの判例の理論構成は，消滅時効の援用権者は権利の消
滅時効により直接利益を受ける者に限るとの大審院判例の立場を維持しな
がら,「直接利益を受ける者」の範囲を広く解釈するというものであるこ
とは，前述した。
しかし，最判平成11年10月21日民集53巻７号1190頁，判時1697号53頁，
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判タ1019号88頁，金商1084号33頁，金法1571号120頁は，後順位抵当権者
は先順位抵当権の被担保債権の消滅により直接利益を受ける者に該当する
ものではなく，先順位抵当権の被担保債権の消滅時効を援用することがで
きないとする。これをこれまでつづいてきた時効援用権者の範囲の拡大に
対する歯止めの基準を示す判決が現れた，と評されている
(３)
。
本判決も，時効の援用権者は「直接利益を受ける者に限られる」という
定式の基準に基づいて，本件はそれに当たらないと，単に適用が変わった
にすぎないものであった。判決は,「後順位抵当権者は，目的不動産の価
格から先順位抵当権によって担保される債権額を控除した価額についての
み優先して弁済を受ける地位を有するものである。もっとも，先順位抵当
権の被担保債権が消滅すると，後順位抵当権者の抵当権の順位が上昇し，
これによって被担保債権に対する配当額が増加することがあり得るが，こ
の配当額の増加に対する期待は，抵当権の順位の上昇によってもたらされ
る反射的な利益にすぎないというべきである。そうすると，後順位抵当権
者は，先順位抵当権者の被担保債権の消滅により直接利益を受ける者に該
当するものではなく，先順位抵当権の被担保債権の消滅時効を援用するこ
とはできない」とする。そして，上告理由で，判例が，抵当権が設定され
た不動産の譲渡を受けた第三取得者が当該抵当権の被担保債権の消滅時効
の援用を認めていることとの整合性の指摘に対し，判決は「第三取得者は，
右被担保債権が消滅すれば抵当権が消滅し，これにより所有権を全うする
ことができる関係にあり，右消滅時効を援用することができないとすると，
抵当権が実行されることによって不動産の所有権を失うという不利益を受
けることがあり得るのに対し，後順位抵当権者が先順位抵当権者の被担保
債権の消滅時効を援用することができるとした場合に受け得る利益は右説
示したとおりのものにすぎず，また，右の消滅時効を援用することができ
ないとしても，目的不動産の価格から抵当権の従前の順位に応じて弁済を
受けるという後順位抵当権者の地位が害されることはないのであって，後
順位抵当権者と第三取得者とは，その置かれた地位が異なるものである」
という。しかし，この判決に対し，学説は，今までの判例理論からして，
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後順位抵当権者も直接利益を受ける者に相当するということができる，と
批判される。
たしかに，後順位抵当権者は先順位抵当権により担保される債権額を控
除した価額についてのみ優先弁済を受けることができるにすぎない。後順
位抵当権者が先順位抵当権の被担保債権の消滅という偶然の事由により先
順位抵当権者が把握していた担保権をも把握できるというのは不合理であ
ると批判する学説もある
(４)
。しかし，わが国の抵当権制度においては，順位
上昇の原則が認められており，先順位抵当権が消滅すると後順位抵当権者
は先順位抵当権により担保されていた価額分についても優先弁済を受ける
ことが予定されている。このようなわが国の抵当権制度における順位昇進
の原則により生ずる利益を単なる反射的利益と解し，法が認めたこのよう
な利益増進を受けることのできる後順位抵当権者を除外してよいか，と疑
問を呈する見解も見られる
(５)
。
また，第三取得者と対比して，判決は，第三取得者は右被担保債権が消
滅すれば抵当権が消滅し，これにより所有権を全うすることができる関係
にあり，右消滅時効を援用することができないとすると，抵当権が実行さ
れることによって不動産の所有権を失うという不利益を受けることがあり
得るのに対し，後順位抵当権者の援用による利益は反射的利益にすぎない
し，消滅時効を援用することができないとしても，目的不動産の価額から
抵当権の従前の順位に応じて弁済を受けるという後順位抵当権者の地位が
害されることはない，という違いがあるからであるとされる。しかし，消
滅時効を援用することによって所有権を全うするという利益を受け得るこ
とと，順位昇進により利益が増進するとの間にそれほど違いはなく，また，
時効の援用ができないとしても，目的不動産の価額から従前の順位に応じ
て弁済を受けるという後順位抵当権者の地位が害されることはないという
が，抵当不動産の第三取得者の目的不動産も，当初から抵当権付物的負担
を引き受けており，抵当権が実行されて所有権を失うことになっても，そ
れは第三取得者が従前から有する権利内容から言って当然覚悟すべきもの
であり，消滅時効の援用を認めなくても従前の地位が害されることはない
(桃山法学 第５号 ’05)46
といえる。従って，先順位抵当権の被担保債権が消滅時効によって消滅す
ることによって，先順位抵当権の負担のつかない状態で不動産価値を把握
することになる点では，第三取得者についても後順位抵当権者と変わりは
ない。このような利益に着眼すると第三取得者に認められる以上後順位抵
当権者についても肯定してよいことになる
(６)
。
三．主債務者の時効中断の効力が及ぶ範囲
民法148条は,「時効中断ハ当事者及ヒ其承継人ノ間ニ於テノミ其効力ヲ
有ス」と定め，時効中断の効果は相対的であることを明らかにしている。
この立場よりすれば，債務者に対する時効中断は，債務者以外の第三者に
効力を及ぼさないということになるが，保証債務については，主債務者に
対する履行請求その他時効の中断は，保証人に対してもその効力を生ずる
という例外規定（民法457条１項）があるが，物上保証人については明示
的な規定がなく，債務者の時効中断が他方に及ぶかどうかは解釈に委ねら
れている。とくに，前述したように判例・通説が，物上保証人に債務者と
は別に，被担保債権の消滅時効について独自の時効援用権を認めている。
そこで，被担保債権の消滅時効について，債務者の承認に時効中断が生じ
ている場合でも，物上保証人は，自己の時効援用権を行使してそれを否定
しうるかが問題となる。
１．学説
学説はこの問題について，中断効否定説と中断効肯定説に分かれている。
 否定説 制度を忠実に解し，民法148条は，時効の中断は当事者及
びその承継人の間においてのみその効力を有すると規定しており，主たる
債務者に対する時効の中断は保証人に対してもその効力を生ずるとする民
法457条１項のような例外規定がないから，当事者でない物上保証人は，
債務者の承認による時効中断の効力の影響を受けないとする。そして，物
上保証人は主債務者の消滅時効につき援用権を有するから，抵当権者の抵
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当権実行を阻止できることになる
(７)
。
 肯定説 学説の多くは，債務者の承認による時効中断の効力は，物
上保証人が債務の時効を援用する場合にもこれを否定することができない
とする。その根拠を民法148条中断の相対効の例外であるとして処理する
か，148条から別の意味を引き出すことにより処理するかによって，以下
の三つの見解がある。
① 抵当権の附従性及び民法369条を根拠にするもの
民法148条は，時効中断の効力が当事者及びその承継人にのみ及ぶと規
定するが，同条は，事物の性質上一方における中断の効力を他方に及ぼす
べき場合があることを否定するものではない。物上保証人との間だけで中
断されないことを認めることは，抵当権の附従性に反し，抵当権は，債務
者及び抵当権設定者（物上保証人）に対しては，その被担保債権と同時で
なければ時効によって消滅しないとする民法396条の趣旨にも反すること
になる。保証人の場合は，保証人自身が保証債務を負うものであり，主債
務に生じた事由が保証債務にどのような影響を与えるかが問題になるため，
民法457条１項のような規定を設ける必要があるが，物上保証人について
は，中断が問題となる権利義務関係は被担保債権に係る債権者・債務者間
の関係以外にはなく，右の関係において生じた事由を物上保証人において
否定することができると解すべき理由はないため，特に規定を設ける必要
がなかったのである。立法者が，現行民法369条に相当する旧民法295条１
項の次にその２項として「右ノ場合ニ於テ債権ニ関シ時効ノ進行ヲ中断ス
ル行為及ビ之ヲ停止スル原因ハ抵当ニ関シテ同一ノ効力ヲ生ズ」という規
定があったが，当然に総則の時効に関する規定が当てはまるという理由で
削除された
(８)
。したがって，債務者の承認による中断の効力は，物上保証人
が債務者の時効を援用する場合にも及ぶものと解すべきである
(９)
。
② 保証債務に関する民法457条１項の類推適用を根拠にするもの
保証人については，主たる債務者に対する履行の請求其他時効の中断は
保証人に対してもその効力を及ぶことを明言している。そこで，物上保証
人も他人の債務について責任を負う点で保証人に類似しているし，抵当権
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の附従性と保証債務の附従性との類似性に着目し，この規定を物上保証人
についても類推適用すべきだという考え方である
(10)
。
③ 民法148条の意味を物的範囲について規定したもの
民法148条は時効中断の人的範囲を規定したものではなく物的範囲につ
いて規定したものであるとする。すなわち，本条は，時効が進行している
権利関係の当事者が複数の場合，誰と誰との間で進行している時効につい
て時効中断の効力が生じるかという問題についての規定であって，それは
中断行為に関与した「当事者」間で進行していた時効だけが中断するとい
うことを意味しているのだと解する。したがって，被担保債権につき物的
責任を負担するにすぎない物上保証人は，被担保債権の消滅時効に関して
は，時効にかかる権利関係について当事者ではなく，そもそも148条が適
用される余地がないということになる
(11)
。
２．判例
消滅時効が完成するまでの間に，債務者が利息の一部を支払うなど時効
中断の事由としての承認がなされた場合について，大阪高判平成５年10月
27日判タ846号215頁，金商948号30頁は，利息の一部の支払いにより時効
中断の事由としての承認がなされたことが明らかであり，その後も一連の
元金の一部及び利息の支払い等により承認の効果が維持されているので，
消滅時効は完成していないとして時効中断が生じないことを認定した上，
物上保証人に対する効力については，つぎのように述べている。すなわち
「時効中断の効力が及ぶ人的範囲の問題として，債務者の債権者に対する
債務承認によって被担保債権の時効が中断しても，物上保証人には及ばな
いという見解も見受けられる。しかし，法は，時効の中断に関し，いかな
る権利について進行していた時効を中断するかを前提として，その中断の
効果は中断事由が生じた当事者間で進行していた時効についてだけ生じ，
其の効果が当事者及びその承継人の間に限られることを規定していると解
すべきである。物上保証人の場合，債権者との関係では，債権・債務の関
係はなく，単に被担保債権について物的責任を負っているに過ぎない。し
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たがって，債権の消滅時効の関係では，もともと時効にかかる権利関係に
ついての当事者ではなく，時効中断の効力が及ぶ人的範囲の対象外の者と
して，そもそも同法条が適用される余地のない者というべきである。この
ように考えることは，担保権に附従性があることからも理解できるし，抵
当権に関し，抵当権は，債務者及び抵当権設定者に対しては，その被担保
債権と同時でなければ，時効によって消滅しないとの規定（民法396条）
からも明らかである」という理由で，債務者の債務承認による被担保債権
の時効中断の効力は物上保証人にも及ぶことにした
(12)
。
最判平成７年３月10日判時1525号59頁，判タ875号88頁，金法1421号127
頁，金商969号14頁も，物上保証人が，債務者の承認により被担保債権に
ついて生じた消滅時効中断の効力を否定するこうとは，担保権の附従性に
抵触し，民法396条の趣旨にも反し，許されないものと解し，上告人の主
張する，債務者の承認による時効中断の効果が相対的であることは時効利
益の放棄とは異ならない所論は判例に抵触しないとして退けた
(13)
。
民法457条１項において主債務に対する時効中断の効力が保証債務に及
ぶとされていることの意味について，東京地判平成10年10月２日金法1561
号79頁は，次のように述べている｡「保証債務は，主債務を担保するもの
であり，主債務に附従するとはいえ，主債務とは別個独立の債務であるか
ら，主債務と独立して時効により消滅することがありえないわけではない。
民法457条１項は主債務に対する時効中断の効力が保証債務に及ぶと規定
しているが，右規定は，債権者を保護するために，特に，債権者が主債務
について時効中断の措置をしている限り，保証人に対して，主債務の時効
中断の効力が及ぶことを定めただけではなく，主債務が時効中断されてい
る限り，保証債務自体もまた同時に時効中断することを定めたものと解す
べきである。したがって，主債務の時効期間よりも保証債務の時効期間が
短期間のときなどは，保証債務についてだけ，時効が完成することがある
ことになる｡」
そして，東京地判平成13年６月８日金法1618号82頁，金商1123号54頁は，
主債務者に対する時効中断の効力は抵当不動産の第三取得者にも及ぶ判断
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を示した。その理由は抵当不動産の第三者も担保権の附従性という点から，
物上保証人の場合と同様に解すべきである，と前掲平成７年最高裁判決を
引用する。そもそも，消滅時効の中断は，権利者による権利実行行為ある
いは義務者による義務承認行為があった場合に，権利あるいは義務の存在
があきらかになることから認められるものである。そして，債権の時効中
断の対象となる権利義務関係は，被担保債権にかかる債権者と債務者間の
権利義務関係である。したがって，時効中断すべき相手方は，まさに債務
者である。担保権者と第三取得者との間には，本件根抵当権によって担保
されるべき債権関係は存在せず，もっぱら，第三取得者が担保権により把
握された不動産の限度において責任を負担している関係にすぎない。そし
て，債権関係がない以上，担保権者と第三取得者との間で，独自に進行す
るところの債権の消滅時効やその時効中断を考える余地はない。また，主
債務者の債務承認により時効中断の効果が第三者に及ばないとすると，債
務不履行もなく主債務者が弁済を続ける状況下でも，債権者は第三取得者
に対し，別途時効中断の措置をとらなければならなくなる。しかも，第三
取得者に対しては，抵当権の実行しか中断方法がないが，債権者が，主債
務者に新たに期限の利益を付与しているので，債務不履行がないから抵当
権の実行は出来ないことになる。そうすると，債権者には第三取得者に対
する時効中断方法がないのに，他方，第三取得者は，主債務の時効が一旦
進行した時点から時効の完成を主張できるということとなって極めて不合
理な結果を生ずる，という。
これに対し，時効完成後に債務者が一部弁済などして時効援用権を喪失
した場合について，大阪高判平成７年７月５日判時563号118頁，判タ897
号116頁，金法1451号45頁は「時効完成後の弁済等による時効援用権喪失
の効果は相対的であり，債務者が被担保債権の消滅時効の援用権を喪失し
ても，その効果は物上保証人や物上保証の目的物件の第三取得者に及ばな
いと解すべきである」とし，時効中断との対比について,「控訴人は，当
審において，債務者の債務承認による被担保債権の時効中断の効力は物上
保証人に及ぶが，時効完成後の債務者の時効援用権の喪失についても同様
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に解すべきである旨主張する。しかし，時効完成前における被担保債権の
時効中断と時効援用権の喪失と直ちに同列に論じることはできない。すな
わち，本件のような場合でいえば，被担保債権の債権者・債務者間に生じ
た中断事由による中断の効力が物上保証人にいかなる影響を及ぼすかが問
題となるが，この場面では，物上保証人は時効により消滅すべき権利関係
の当事者ではなく，その行為が消滅時効の完成又は阻止に影響を与えるこ
ともなく，ただ，将来時効が完成すれば時効利益を得られるといういわば
受働的地位にあるにすぎない。これに対し，消滅時効が完成すると，物上
保証人は，実体法上時効により消滅する権利関係の当事者ではないことは
時効完成前と同様であるが，固有の時効援用権を取得し，自ら主体的行為
によって時効利益を享受し得るようになる点で時効完成前と異質な法的地
位に立つ。したがって，時効中断効の人的範囲の論理を時効援用権の喪失
にそのまま及ぼすことは相当とはいえない。むしろ，時効援用権喪失の根
拠が信義則にあることからすれば，被担保債権の債務者がその個別的事情
により時効援用権を喪失したとしても，そのことは物上保証人及びその者
から物上保証の目的物件を取得した第三者の固有の時効援用権の存続，取
得に何ら影響を与えることはないと解すべきである」とされる
(14)
。
３．小検討
前掲大阪高判平成５年10月27日及び肯定説③は，民法148条は時効中断
の人的範囲を規定したものではなく，物的範囲を規定したものであるとの
理解のもとに，物上保証人は責任負担のみで権利関係とは無関係であり，
同条は物上保証人には適用されないとしている。結果としては，物上保証
人に債務者の時効中断の効果が物上保証人に及ぶことになる。しかし，民
法148条を物的範囲についての規定と考えることは，物上保証人を時効援
用権者と認めた判例の立場と矛盾し，条文の読み方としても無理があるよ
うに思われる
(15)
。
そして，前掲最判平成７年３月10日は，物上保証人は被担保債権の債務
者のなした債務の承認による時効中断が，自己に及ばないと主張すること
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はできない根拠を被担保債権の附従性及び民法396条の趣旨に求めた。し
かし，附従性の定義について，学説上あいまいな点が多いといわれている
(16)
。
被担保債権の附従性について，被担保債権の存在しないところ担保権だけ
が存在することはありえないなど，成立，存続，消滅，実行などの附従性
があるといわれるが，被担保債権が消滅すれば，担保権も消滅する点につ
いては異論がないが，被担保債権が消滅すべきであるのに消滅せずに存続
した場合，担保権も存続しなければならないと解することができるだろう
か。物上保証に類似する保証債務の場合であるが，民法457条が主債務に
ついての時効中断は保証債務にも及ぶと規定し，存続に関する保証債務の
附従性が明示されているようにみえる。しかし，本条は,「保証債務の附
従性から当然生ずる効果ではなくして，主たる債務が時効消滅する前に保
証債務が消滅することなからしめて特に債権の担保を確保しようとする便
宜規定である（民法396条参照)。本条は，履行の請求に絶対的効力を認め
ているようであるが，履行の請求の主たる効果は時効の中断と附遅滞とで
あり，後者はすでに民法447条１項に附従性の効果として規定しているの
で，本条の履行請求は，結局，履行の請求による時効中断に帰することに
なる」といわれている
(17)
。そうだとすると，物上保証の場合も同様に，担保
権の附従性から，債務者の承認による消滅時効の中断効が物上保証人にも
及ぶということを導き出すことは困難であり，担保権の附従性には意味が
ないとする見解がある
(18)
。
これに対し，債務者の承認で時効が中断したら，後は附従性ですべて律
されて終わるのみである。したがって，主債務者の承認で中断が生じた場
合,「中断の」物上保証人に及ぼす効力如何の問題ではなく，中断した場
合，附従性を物上保証にも及ぼし得るか否かの問題となる。但し，時効完
成後は，時効利益の処分権を債務者にのみ認め，一旦放棄した以上，なお
附従性が働いて，物上保証人は求償権のみで満足すべしと考えるか，求償
は往々にして回収が困難だから，放棄後に附従性の拘束から離れて物上保
証人に援用権放棄の取消（民法424条）と代位行使を認める構成が考えら
れる，という見解がある
(19)
。
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しかし，前述したとおり，附従性の定義があいまいであり，すべて附従
性で解決できれば，民法447条１項や民法396条は不要となる。また，民法
396条は，附従性のある抵当権であっても，主たる債権とは別個の権利で
あり，被担保債権が中断等の理由で消滅時効にかからないうちに，抵当権
のみが消滅時効にかかって消滅した場合，債務者または抵当権設定者が債
務を弁済しないで抵当権の消滅時効を主張しうるという信義に悖るような
現象がおこりうるので，本条が特に債務者および抵当権設定者に対する関
係において例外を設けたのである
(20)
。本条の規定も民法447条規定と同様，
附従性から当然の帰結ではなく，債権者保護ないし債権担保を確保するた
めの便宜規定である
(21)
。したがって，主債務者の承認により，被担保債権が
時効中断しても抵当権は民法396条により消滅しないと解した方が妥当で
あるように思われる
(22)
。
ところで，このように解することは，少々技巧的な感がする。そもそも，
時効の援用権者は，元来それによって直接利益を受ける「当事者」に限定
されていた。物上保証人など第三者は，時効の利益を間接的に受ける者に
すぎないことから，時効の援用権もなく，時効中断の効力が及ばないこと
は当然とされ，民法148条は，文字通り相対的と解してよかった。ところ
が，判例が物上保証人など第三者を時効の利益を享受しうる者（すなわち，
「当事者」にあたること）として承認するようになった。そうすると，物
上保証人は主債務者の被担保債権の時効消滅を独立して主張できる反面，
148条が従来の解釈どおり相対効であるとすると，主債務者の時効中断が
自分には及ばないから，保証人に比べて極めて有利な地位が与えられる結
果となる
(23)
。したがって，この第三者などに時効中断の効力を及ぼそうとす
るのは，第三者などを援用権者に含めさせる以上は，その中断の効力が第
三者などに及ぶと解しないと，債権者が債務者との関係で時効を中断して
いても，第三者などはその中断と無関係に時効を援用できることになり，
第三者に対する関係で時効中断することを期待できない債権者に不利益を
与えることになるからである。そこで，民法148条との関係をどのように
理解するかが問題となり，以上の判例・学説の解釈があり，中断効を第三
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者にも及ぼすような結論になっている。しかし，一方において，援用権の
場合には当事者の範囲を拡大して第三者などを当事者の範囲内に入れて援
用権を認めておきながら，他方において，中断の場合には第三者などを当
事者以外の者として論じていることが不均衡である。民法145条の当事者
に当たるとすれば，148条の当事者にもなると解すれば，債務者に対する
時効中断は物上保証人などにも及ぶことになる。
四．物上保証人などに対する時効中断の効力が及ぶ範囲
物上保証人などが第三者弁済をしたり，一部分割弁済を続けたりした債
務承認は主債務者について時効中断の効力を生じるか。
保証債務の場合であるが，最判平成７年９月８日金法1441号29頁がある。
１審判決は保証人の弁済は保証債務の履行としてなされたものであり，時
効中断の効力は当事者間においてのみ効力を有するにすぎないから，これ
により主債務者の時効中断が生じているとはいえないとして主債務の消滅
時効を認め，債権者の債務承認による時効中断の主張を棄却した。控訴審
判決も，保証人が，主たる債務の消滅時効完成前及び完成後に，保証債務
を履行したからといって，保証人の主たる債務の消滅時効を援用する権利
を失わないとして控訴を棄却した。控訴審では，①時効完成前の保証人の
債務弁済と主債務の時効中断について，②時効完成前の保証人の債務弁済
と時効援用権の制限について，③保証人の時効完成後の債務弁済と時効利
益の放棄について，などが問題となった。控訴審は，これらについて，次
のとおり判示した。
① 主債務について権利義務の当事者ではない保証人が主債務を承認し
ても，それだけで主債務が存在している蓋然性が生じるわけではな
い。したがって，保証人による主債務の承認は，債権者主債務者の
間では勿論，債権者と保証人との関係でも主債務者について時効中
断の効力を生ぜず，主債務の消滅時効期間は保証人の債務の承認が
あっても進行し，主債務が時効消滅するときは，保証債務は主債務
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に付従して消滅するものと解される。
② 主債務の時効完成前に保証人が保証債務を履行した事実があるから
といって，それだけでは，保証人が将来主債務の時効が完成した場
合でも時効を援用せず保証債務を履行するという確定的な意思を表
明したとはいえない。したがって，保証人の時効完成前の債務弁済
があっても，特段の事情のない限り，その時効援用権は制限されな
いものと解すべきである。
③ 主債務の時効完成後に保証人が保証債務を履行した場合でも，主債
務が時効により消滅するか否かにかかわりなく保証債務を履行する
という趣旨に出たものであるときは格別，そうでなければ，保証人
は，主債務の時効を援用する権利を失わないと解するのが相当であ
る。
上告審判決は，控訴審判決の認定判断を正当であるとし，上告を棄却し
た。下級審決定には，保証債務の時効が完成した後の一部弁済とその余の
債務免除を申し出た保証人による時効援用につき，保証人が保証債務を履
行した場合に，主たる債務者が時効を援用すると求償の途を絶たれること
になるから，主債務の時効消滅後に保証債務を承認したとしても，改めて
主債務の消滅時効を援用することができる，としている
(24)
。
物上保証人の債務承認については，最判昭和62年９月３日金法1229号62
頁，判タ702号83頁，判時1316号91頁，金商825号３頁は原審の「債務者で
もない物上保証人は債務を承認すべき立場にないものであるから，代物弁
済の申し込みのうちに時効中断事由たる承認と評価すべき債務承認の通知
が包含されていると解することは相当でない」との判断を維持し,「物上
保証人が債権者に対し当該物上保証及び被担保債権の存在を承認しても，
その承認は，被担保債権の消滅時効について，民法147条３号にいう承認
に当たるとはいえず，当該物上保証人に対する関係においても，時効中断
の効力を生ずる余地はないものと解するのが相当である」という旨の判決
を下した。そして，本件被担保債権の消滅時効完成前に被担保債権全額を
代位弁済して抵当権設定登記を抹消する申し入れをしておきながら，消滅
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時効完成後に消滅時効を援用した行為について，ほかに特段の事情が認め
られなければ，右援用は信義則に違反するものということはできない，と
の判断を下している。
一方，信義則による時効援用の制限を認める判例がある。最大判昭和41
年４月20日民集20巻4号702頁，金法444号17頁は，債務者が自己の負担す
る債務について時効が完成したのちに，債権者に対して債務を承認した以
上，時効完成の事実を知らなかったときでも，爾後その債務についてその
完成した消滅時効の援用をすることは信義則に照らして許されない，とし
ている。また，最判昭和44年３月20日判時557号237頁は,「主債務の消滅
時効後に，主債務者が当該債務を承認し，保証債人が主債務者の債務承認
を知って，保証債務を承認した場合には，保証人がその後主債務の消滅時
効を援用することは信義則に照らして許されない」としている。前掲最判
昭和62年９月３日の第１審判決も，物上保証人の債権者に対し「保証債務
弁済通知書並びに抵当権抹消依頼書」と題する内容証明郵便の送付は，借
受金債務の存在を承認したものというべきであり，……したがって，右申
込みは，時効の完成を知っていれば時効の利益の放棄をしたというべきで，
仮にその完成を知らなかったとすれば信義則上時効の援用をすることはで
きない旨判示している。
学説も概ね物上保証人が被担保債権の存在を承認しても，被担保債権に
ついて消滅時効の中断の効力は生じないことを認めているが，時効完成後
の被担保債権の時効援用について説が分かれている。
被担保債権の時効援用を肯定する説は，民法148条の規定する時効中断
の人的範囲の相対性原則と物上保証人の債務なき責任の本質から，物上保
証人が被担保債権の存在を承認しても，被担保債権について消滅時効の中
断の効力は生じないのであるから，物上保証人は，時効完成前に被担保債
権を承認しても，その後，被担保債権の消滅時効を援用して担保権を消滅
させることができるし，時効の完成後に時効の利益を放棄して被担保債権
を承認した場合であっても，その後に債務者が消滅時効を援用すれば，債
務は確定的に消滅することになるので，物上保証人は担保権の付従性の性
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質から，被担保債権の消滅による担保権の消滅を主張して保証を免れるこ
とになる
(25)
。また，援用権を否定すると，うかつに債務の承認をしてしまっ
た保証人等が，代位弁済したあと，主債務者が時効を援用して，保証人等
が求償の途が閉ざされるのは酷であることから，援用は肯定すべきである
とされる
(26)
。
これに対し，被担保債権の時効援用を否定する説は，物上保証人は抵当
権の消滅だけを援用できると解すべきであり，これらのものを保護するた
めに，主債務まで消滅させるのは，他人の債権の処分を認めることになり
問題である
(27)
。また，いわゆる物上債務説は，物上保証人は債権者に対して
物上保証人として代位弁済する旨の申し込みは，保証人の場合と同様物上
債務についての承認と認められて物上債務に関して時効が中断することを
認めることが可能だとされる
(28)
。さらに，時効中断の場合も，時効援用の場
合と同じく時効中断の効力を相対的にとらえ，中断事由の生じた当該担保
提供者に対する関係で相対的な中断効を生ずると解し，すなわち，時効援
用の効果は相対的であり，保証人が主債務について完成した消滅時効を援
用しても，主債務者に全く影響しないとされ，そうであるならば，主債務
者が時効を援用してもその効果は相対的なものと考えるべきであり，保証
人には右援用の効果は及ばず，保証人が自ら時効の援用をしない限り，保
証人が履行すべき主債務は消滅しないとするものである。そして，時効援
用の効果についてのみならず，時効中断についても，相対性の原則を貫く
べきである。そう考える理由は，①主債務者が行方不明になったり，全く
資力がないのに，時効中断のためのみ，主債務者を相手に時効中断措置を
講ずるべきであると説くのはあまり不自然であり，奇異であること，②保
証人のみが訴えを起こされて，保証人が債務を認めて分割払いをする旨の
和解をしたうえ，右和解に基づいて分割払いしている間に，訴えを起こさ
れていない主債務者について別途消滅時効が進行して時効が完成し，右保
証人がある日突然に時効を援用した場合，時効の効果は主債務者及び当該
保証人についても，時効起算日まで及ぶから，保証人が分割支払いをして
いた期間も含まれることになり，保証人が延べ払いしてきた効果は覆滅し，
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不当利得が成立するのではないかという問題がある，というにある
(29)
。
判例・学説は物上保証人の債務なき責任という本質から，当該物上保証
及び被担保債権の存在を承認しても，時効中断の効力は生じないとされる
が，一般的には，承認しうる者については，時効の利益を受けるべき者と
通常説かれており，時効援用権者については，同じく時効によって利益を
受けるべき者とされており，こちらの方では，保証人・連帯保証人はもち
ろん，物上保証人，抵当不動産の第三取得者までも援用権者に当たること
になっている。したがって，中断を生じせしめる承認適格者は時効利益の
享受者であり，物上保証人も承認適格者に含まれるべきだと考えられる
(30)
。
これに対し，時効の援用は被担保債権の消滅によって直接利益を受ける者
であり，時効完成後にかかるものであるのに対し，時効の承認は被担保債
権の存続を意味する中断の問題として，時効完成前にかかるもので，両者
は別異のものであり，物上保証人の承認適格者として異論をとなえている
(31)
。
しかし，これは債務者の方から見れば別異の問題であるが，債権者側から
見れば同様である。片方では援用権者の範囲を拡大しながら，中断につい
ては範囲外にあり，承認適格を否定するのは均衡を失するように思える。
物上保証人が被担保債権の存在を承認しても，時効中断の効力はなく，
他方において被担保債権の消滅時効を援用して担保権を消滅させることが
できるし，また，時効の完成後に時効の利益を放棄して被担保債権を承認
しても，その後債務者が消滅時効を援用すれば，担保権の附従性から，担
保権の消滅を主張することができることになる。このように，一旦放棄・
承認をしておきながら，後日それをひっくり返す行動をとるのは，信義に
悖る許容されるべきものではないという批判は，時効援用を否定する説の
指摘するところである。消滅時効を請求権または訴権の消滅として捉えた
ら，請求権などが消滅しても，担保権が存続することになり，物上保証人
が承認などした場合には，債権はなお存続しているから，附従性により担
保権は消滅しないということになれば，このような矛盾や不均衡は生じな
いであろうが，債権の消滅時効を実体法（債権）の消滅として捉えている
わが民法のもとでは，債権が消滅すれば附従性により担保権も消滅するか
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ら，物上保証人の信義に悖る時効の援用は肯定せざるをえないことになる
(32)
。
では，物上保証人と債権者との間での時効中断の効力を認めることがで
きないだろうか。承認とは当該の権利の存在を知っている旨の表示であり
それをもって足りるとする立場からは，物上保証人が代位弁済をするとい
う申し出は，債務の存在を認識していることが前提になっているから，も
し，物上保証人と債権者との関係のみでの相対的中断の効力を認めうると
すれば，そのような中断効を生じせしめる事由として充分であろう
(33)
。しか
し，この考え方も附従性の下では存続できない結果となる。担保権が承認
により中断されても被担保債権が時効にかかれば附従性により担保権も消
滅するからである。担保権の単独存続は，民法396条により解釈すること
ができる。すなわち，396条の趣旨は，目的物に従たる権利として附従性
のある抵当権は，債権が時効の中断などにより消滅時効にかからない間に，
抵当権のみが消滅時効にかかって先に消滅するということのないような目
的で定めた債権者保護の規定である。したがって，その反対解釈として，
抵当権が承認などして中断されることは認められるであろう。しかし，抵
当権が中断により時効期間が延びても，債権が消滅時効にかかれば，これ
また附従性により抵当権も消滅する結果となる。債権の消滅時効を弁済に
よる債権消滅と同視する限り，このように解釈するのは当の帰結となるこ
とは前述のとおりである
(34)
。
保証人保護や責任軽減の立場からは，承認後の援用は肯定されるべきで
あるが，以上のような矛盾点や信義に悖る問題がのこる。債権者保護の立
場からは，物上保証人の代位弁済などの行為を表見代理の法理を類推適用
して，債務の承認があったとみなす，というように解することができない
だろうか。
五．物上保証人に対する抵当権の実行と時効の中断
民法147条２号は，時効中断事由の一つとして差押，仮差押又は仮処分
を掲げており，この規定は同法148条により当事者及びその承継人の間に
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おいてのみ効力を有するとして時効の中断効の相対性を定めている。一方，
同法155条は,「差押，仮差押及ヒ仮処分ハ時効ノ利益ヲ受クル者ニ対シテ
之ヲ為ササルトキハ之ヲ其者ニ通知シタル後ニ非サレハ時効中断ノ効力ヲ
生セス」と規定している。この規定は時効中断効の相対性を定めた民法
148条の例外規定であるとされている。しかし，この通知は必ず債権者自
から行わなければならないか，それとも裁判所による通知であってもよい
か。そして，この通知は債務者に到達してはじめて時効が中断するのか，
それとも競売申立，競売開始決定時に時効が中断するかが問題である。
 時効中断の発生時期
最判昭和50年11月21日民集29巻10号1537頁，判時800号45頁，判タ330号
250頁は，抵当権実行のためにする競売法による競売は，被担保債権に基
づく強力な権利実行手段であるから，時効中断の事由として差押と同等の
効力を有すると解すべきことは判例の趣旨とするところである。そして，
差押による時効中断の効果は，原則として中断行為の当事者及びその承継
人に対してのみ及ぶものであることは，民法148条の定めるところである
が，他人の債務のために自己所有の不動産につき抵当権を設定した物上保
証人に対する競売の申立は，被担保債権の満足のための強力な権利実行行
為であり，時効中断の効果を生ずべき事由としては，債務者本人に対する
差押と対比して，彼此差等を設けるべき実質上の理由はない。民法155条
は，右のような場合について，同法148条の前記原則を修正し時効中断の
効果が当該中断行為の当事者及びその承継人以外で時効の利益を受ける者
にも及ぶべきことを定めるとともに，これにより右のような時効の利益を
受ける者が中断行為により不測の不利益を蒙ることのないよう，その者に
対する通知を要することとし，もって債権者と債務者との間の利益の調整
を図った趣旨の規定であると解することができる。したがって，債権者よ
り物上保証人に対し，その被担保債権の実行として任意競売の申立がされ，
競売裁判所がその競売開始決定をしたうえ，競売手続きの利害関係人であ
る債務者に対する告知方法として同決定正本を当該債務者に送達した場合
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には，債務者は，民法155条により，当該被担保債権の消滅時効の中断の
効果を受けると解するのが相当である。……また，競売裁判所による前記
競売開始決定の送達は債務者に対する同条所定の通知として十分であり，
右通知が所論の如く債権者から発せられねばならないと解すべき理由も見
出し難い，と判示し，物上保証人所有不動産に対する競売開始決定正本の
債務者への送達により，民法155条にいう通知がなされたものと解すると
ともに，これを債権者自ら通知を行う必要はないとした。
同判決が出された当時，旧競売法の下では，物上保証人に対する競売開
始決定の債務者への送達を定める規定がなく，利害関係人に対する決定の
告知として相当と認められる方法をとることが実務の運用として行われて
いたが，現行の民事執行法（188条，45条２項）により，担保権実行に基
づく競売開始決定正本は民事訴訟法上の送達手続（98条以下，旧民訴法
160条以下）によって所有者および債務者に送達されなければならないよ
うに，明文化されたため，判例の考え方が成文上の根拠を得たことにもな
った。
民事執行法が債務者に対する開始決定の正本の送付を制度化した以上，
物上保証人に対する抵当権の実行の場合を通常の債務者に対する抵当権の
実行の場合と区別する必要が依然としてあるのかどうか，すなわち，物上
保証人に対する抵当権の実行の場合は，民事執行法の施行により，民法
155条の適用対象から外れるかが問題となる。
物上保証人に対する競売申し立てにおいて債務者に対して競売開始決定
正本を送達することが制度上確立された以上，物上保証人に対する競売申
し立ての場合に民法155条を適用する根拠は失われたと解する学説もある
が
(35)
，最近の学説においても，物上保証人に対する競売申し立ての場合には，
民法155条が適用されるとの理解が一般的である
(36)
。
裁判上の請求による時効中断の効力発生時期は，訴えを裁判所に提起し
た時であることが明文で規定されている（民訴147条)。また，差押えにつ
いても，通常債務者自身の財産に対する差押の場合については，時効中断
の効力は，競売開始決定や開始決定正本の送達時ではなく，競売申立時に
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発生するものが判例・通説となっている
(37)
。したがって，その均衡上，物上
保証人に対する抵当権の実行の場合も同じく差押を原因とする時効中断事
由であるから同様に解することが妥当ではないかということが問題となる。
この問題について，最判平成８年７月12日民集50巻７号1901頁，判時
1580号108頁，金法1469号60頁は，物上保証人に対する不動産競売におい
て，被担保債権の時効中断の効力は，競売開始決定正本が債務者に送達さ
れたときに生ずるとし，原審の債権者が競売の申立てをした時をもって消
滅時効の中断の効力が生ずるとの見解を改めた。その理由として，民法
155条は，時効中断の効果が当時時効中断行為の当事者及びその承継人以
外で時効の利益を受ける者に及ぶべき場合に，その者に対する通知を要す
ることとし，もって債権者と債務者との間の利益の調和を図った趣旨の規
定であると解されるところ（前掲昭和50年11月21日判決）競売開始決定正
本が時効期間満了後に債務者に送達された場合に，債権者が競売の申立て
をした時にさかのぼって時効中断の効力が生ずるとすれば，当該競売手続
の開始を了知しない債務者が不測の不利益を被るおそれがあり民法155条
が時効の利益を受ける者に対する通知を要求した趣旨に反することになる
ことをあげている。
学説も，競売申立時説と到達時説が対立している。競売申立時説は，物
上保証人に対する不動産競売の申立てがなされた時と解する見解
(38)
と債務者
への通知の到達を前提として競売申立時に遡って時効中断が生ずるとする
見解
(39)
がある。その論拠とするところは，①債権者が物上保証人に対する競
売の申立てであれ，一旦債権行使の意思を公に表明した以上は，もはや権
利の上に眠る者とはいえないから，時効中断を認めるべきであること，②
現行法上訴えの提起については，訴状を裁判所に提出した時に時効が中断
する旨の明文の規定があり（民訴147条［旧法235条])，また，支払命令の
申立てについては，命令が債務者に送達されることを条件として申請時に
時効中断の効力が生じると解されていること
(40)
とのバランスをとる必要があ
ること，③裁判所の手続きの遅延により債権者から時効中断の機会が奪わ
れないようにする必要があること，④物上保証人に対して競売手続を開始
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した債権者に時効中断のためだけに債務者に対する訴え提起などの時効中
断措置をさらに要求するのは酷である，などが挙げられている。
これに対して，到達時説は，通知が到達した時または競売開始決定が債
務者に送達された時に初めて時効中断効が生じると解する
(41)
。到達時説は，
主に民法155条のこれをその者に通知した後でなければ時効中断の効力を
生じないという規定の文言及び競売開始決定の事実を債務者が知らない間
に消滅時効の中断が生ずるのは債務者に酷であることを根拠にしている。
また，民法155条の通知が催告による時効中断だから，到達時効力発生主
義（民法97条１項）が適用されるべきだとする見解もある。
最判昭和59年４月24日民集38巻６号678頁は,「民法147条１号，２号が
請求，差押え等を時効中断の事由として定めているのは，いずれもそれに
より権利者が権利の行使をしたといえることにあり，したがって，時効中
断の効力が生ずる時期は，権利者が法定の手続に基づく権利の行使に当た
る行為に出たと認められる時期，すなわち，[裁判上の請求については権
利者が裁判所に対し訴状を提出した時，支払命令を申し立てた時等である
と解すべきであり……］差押えについては債権者が執行機関である裁判所
又は執行官に対して金銭債権について執行の申立てをした時であると解す
べきである」と判示をしている。
前掲最高裁昭和50年11月21日判決は，一方において，物上保証人に対す
る競売の申立は，被担保債権の満足のための強力な実行行為であり，時効
中断の効果を生ずべき事由としては，債務者本人に対する差押と差を設け
るべき実質上の理由はないといい，他方において，民法155条は，時効の
利益を受ける者が中断行為により不測の不利益を蒙ることのないよう，そ
の者に対する通知を要し，もって債権者と債務者との間の利益の調和を図
った趣旨の規定であると，述べている。競売の申立てが被担保債権満足の
ための強力な実行行為であれば，請求に準ずる中断効を与えるべく，裁判
所に競売の申立てを提出した時に，時効の中断効が発生するべきであろう。
また,「不測の不利益」とは，競売開始決定を債務者が知らないうちに消
滅時効の中断が生ずるのは債務者に酷であり，その例として，債務を弁済
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した者が時効期間満了後に安心して受領証書などを破棄したところ，実は
消滅時効期間満了前に物上保証人に対する競売開始決定がなされた場合を
あげている
(42)
。しかし，これは，二重弁済の危険が想定されているようであ
るが，まだ弁済されていない債務者には不測の不利益は生じないし，たと
え，弁済されている債務者の場合であっても，物上保証人は担保権が実行
されていることを債務者に通知しなければ，後で債務者に求償することが
できなくなる（民法372条，351条，463条１項）から，通知を受けた際に
物上保証人に対して弁済などによる債務消滅を知らせて物上保証人に執行
異議（民執182条）を申し立てさせればよいのだから，不測の不利益を被
るおそれはないことになる
(43)
。また，債務を弁済すれば，抵当権抹消請求を
しない者はいないはずであり，抹消請求しないことは逆に弁済していない
蓋然性が高いことがいえる。本件判決も，申立時説をとると，当該競売手
続の開始を了知しない債務者が不測の不利益を被るおそれがあり，民法
155条が時効の利益を受ける者に対する通知を要求した趣旨に反する，と
述べている。この点につき，最高裁調査官解説は，執行実務においては，
競売開始決定正本が「転居先不明」又は「宛所に尋ね当たらず」との理由
から不送達となることがしばしばあり，競売開始決定がされた後長期間経
過した後に債務者に対する競売開始決定正本の送達が行われることも珍し
くないということをあげ，本判決は，民法155条が時効の利益を受ける者
に対する通知を要求することによって時効の利益を受ける者の立場に配慮
して，申立時説は相当でないと解したものであるとされている
(44)
。しかし，
この説明は，申立時説を支持する根拠にもなれる。競売申立後，長期間経
過した後に債務者に対する競売開始決定正本が送達されることがあるため，
申立時には時効が完成していないが，債務者に送達されたときには時効完
成後になることがあるから債権者の立場を配慮する必要があるのではなか
ろうか。東京地裁執行部の不動産競売事件のうち約４割が受取人不在によ
る不送達関係事件であるといわれている
(45)
。債務者の所在不明により送達が
できない場合に，執行手続きにおいては，債権者が債務者等の所在の調査
に手間取った場合には，競売開始決定がされた後長期間経過した後に，債
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務者に対する競売開始決定正本の送達が行われることも稀ではない。到達
時説をとれば逆に債権者に酷といえないでしょうか。
 通知と時効中断効の発生時期
現行民事執行法（188条，45条２項）により，担保権実行に基づく競売
開始決定正本は民事訴訟法の送達手続（98条［旧民訴法160条］以下）に
より所有者及び債務者に送達されなければならないように法律上制度化さ
れた結果，物上保証人所有の不動産に対する競売申立てに関する限り，民
法155条の「通知」の意義はなくなったといわれている
(46)
。すると，民事執
行法20条が準用する民事訴訟法106条（旧民訴法172条）は，補充送達また
は差置送達が功を奏しない場合には，書留郵便により書類を発送すること
が認められているが，同法107条３項は，そのような郵便に付する送達の
場合は，その発送の時に，送達があったものとみなしていることから，競
売開始決定の正本が送達されなくても，遅くとも発送の時点で時効中断の
効力が生ずると解する余地がある。
最判平成７年９月５日民集９巻８号2784頁，判時1569号57頁，金法1458
号111頁は,「債権者から物上保証人に対する不動産競売の申立てがされ，
執行裁判所のした開始決定により物上保証人に対して差押えの効力が生じ
た後，債務者に右決定の正本が送達された場合には，時効の利益を受ける
べき債務者に差押えの通知がされたものとして，民法155条により，債務
者に対して，当該担保権の実行に係る被担保債権について消滅時効の中断
の効力を生ずるが（中略)，右送達が決定の正本を書留郵便に付してされ
たもの（民事執行法20条，民訴法172条参照）であるときは，右正本が郵
便に付して発送されたことによってはいまだ時効中断の効力を生ぜず，右
正本の到達によって初めて，債務者に対して消滅時効の中断の効力を生ず
るものと解するのが相当である」と判示している。通知が現実に到達する
ことを要求していることからすると，到達時説に立つものと理解しうる。
その理由は，不動産競売の開始決定の正本の送達が書留郵便に付してされ
た場合には，民事執行法20条において準用する民訴法173条の規定により，
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右正本の発送の時に送達があったものとみなされるが，そのような効果は
不動産競売の手続上のものにとどまるのであって，実体法規としての民法
155条の適用上，差押えが時効の利益を受ける者である債務者に通知され
たというためには，債務者が右正本の到達により当該競売手続の開始を了
知し得る状態に置かれることを要するものというべきであるからである。
本判決は，不動産競売開始決定正本の送達が書留郵便に付してされた場
合には，正本の発送の時に送達があったものとみなされるが，その効果は
不動産競売手続上のものにとどまるもので，実体法規としての民法155条
の適用上，差押えが債務者に通知されたというためには，債務者が正本の
到達により当該競売手続の開始を了知しうる状態に置かれることを要する，
と判示し，開始決定正本が郵便に付して発送されたことによってはいまだ
時効中断の効力を生せず，正本の到達によってはじめて債務者に対して消
滅時効の中断の効力を生ずるものと解している。すなわち，開始決定は通
常の特別送達により債務者に到達しているが，本件では，郵便に付する送
達（民訴法172条）により送達された場合に，私法上の意思表示の効果を
生ずるには，これが現実に債務者に到達しなければならない，との見解を
示している。
本判決は不動産競売の開始決定の正本の送達が書留郵便に付してされた
場合には，正本の発送の時に送達があったものとみなされるが，これは手
続上のものであって，実体法上は到達時に効力が発生するとのべている。
しかし，一方において最高裁昭和50年判決を引用して，債務者に右決定の
正本が送達された場合には，時効の利益を受けるべき債務者に差押えの通
知がされたものとして，民法155条により，債務者に対して，当該担保権
の実行に係る被担保債権について消滅時効の中断の効力を生ずることを認
めている。上記正本の発送が書留郵便に付してなされた場合は発送の時に
送達があったとみなされれば，その送達が最判50年の見解により，手続法
上の通知の効果から実体法上の通知の効果が認められ，あらたに私法上の
意思表示の効果が生ずるかどうかを論ずる必要はないのではないか。
競売開始決定においては，事件番号，当事者（債権者，債務者，所有者)，
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担保権，被担保債権，請求債権（民執規則170条４号)，目的不動産が記載
されているが，本件において，債務者宛に普通郵便で発送された通知書は
「競売開始決定正本を付郵便送達により発送したので，これを入手しなく
ても送達されたものとみなされる」旨の内容が記載されているが，通知書
上は，事件番号および当事者の氏名の記載はあるものの，被担保債権およ
び請求権の記載はされておらず，目的不動産の記載もないことから，右通
知書の送付をもって民法155条にいう通知がされたものということもでき
ない，とされる。
しかし，現行の集配郵便局取扱規定第272条（配達できない郵便物）に
よれば，不在配達通知書には，郵便物の差出人氏名，配達日時，郵便物の
種類（現金書留，其の他の書留，配達証明，特別送達など)，保管期限
（配達日から起算して７日目の日時，申出があればさらに加えて３日間の
延長可，期間経過後に差出人に還付する）等の事項を記載すべきものとさ
れ，加えて,「郵便物の受取方法」を，配達日を指定した自宅への配達，
配達日を指定した近所への配達，勤務先への配達，当該郵便局での受取，
当局以外での郵便物の受取などの中から選択できる旨が記載されることに
なっている。
最判平成10年６月11日金法1525号54頁は，遺留分減殺の意思表示が記載
された内容証明郵便が留置機関の経過により差出人に還付された場合にお
いて，受取人が，不在通知書の記載その他の事情から，その内容証明郵便
の内容が遺留分減殺の意思表示又は少なくともこれを含む遺産分割協議の
申入れであることを十分に推知することができたというべきであり，また，
受領の意思があれば，郵便物の受取方法を指定することによって，さした
る労力，困難を伴うことなく右内容証明郵便を受領することができたなど
の事情のもとにおいて，右遺留分減殺の意思表示は，社会通念上，受取人
の了知可能な状態に置かれ，遅くとも留置機関が満了した時点で受取人に
到達したものと認められる旨，判示している。
不在返戻となった郵便物に記載された意思表示等が到達したとみなされ
るかどうかは，到達が問題とされる意思表示等の性質ないしその制度趣旨
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も関係してくるように思われる。形成権は行使されるかどうかは相手方に
おいて明確に認識できることが必要であるから，みなし到達は肯定しがた
いようですが，形成権である賃貸借契約の解除の意思表示の到達を認めた
判例があり
(47)
，形成権であることは，直ちに到達を否定する理由とはならな
いであろう。他方，消滅時効の中断事由としての催告については，その性
質上，契約解除の場合より緩やかに到達を認めることができるとされる
(48)
。
一方，最高決平成14年10月25日民集56巻８号1942頁，判時1808号65頁，
判タ1111号133頁，金法1669号72頁，金商1808号65頁は，物上保証人所有
の不動産を目的とする競売手続において，債務者の所在が不明であるため，
競売開始決定正本の債務者への送達が公示送達によりなされた場合には，
民訴法113条の類推適用により，同法111条の規定による掲示を始めた日か
ら二週間を経過した時に，債務者に対し民法155条の通知がされたものと
して，被担保債権について消滅時効の中断の効力を生ずる，と解している。
付郵便送達判例の考え方からすれば，公示送達の場合も，現実に正本が
債務者に到達していない以上，民法155条の通知がされたとは言えないこ
とになる
(49)
。ところが，平成10年１月に施行された新民訴法において，一定
の場合に訴訟手続上の公示送達によって実体法上の意思表示の到達の効力
を認める規定である113条が新設された。その立法趣旨は，表意者が，訴
状等の公示送達とは別に，民法97条ノ２の規定に基づく公示による意思表
示の手続を取る二度手間を解消しようとする点にあるとされている
(50)
。本決
定はこの規定を類推適用し，競売開始決定正本の債務者に対する公示送達
によって実体法上も民法155条の通知が到達したものとみなされた。
たしかに，民訴法113条が本来想定している場面は競売開始決定正本の
公示送達とでは異なった側面がある。①前者は当事者が作成する準備書面
等の訴訟書類が公示送達された場合であるのに対し，後者はは裁判所が作
成する書類である。②前者の送達は相手方に対する意思表示の手段として
行われる場合であるのに対し，後者の送達は，裁判所が競売手続の開始を
利害関係者に通知するために行われるものである。③前者は公示送達によ
って到達したものとみなされる意思表示を「訴訟の目的である請求又は防
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御の方法」に関するものに限定しているが，民亊執行手続きにおいては訴
訟の目的である請求または防御の方法を観念することは困難であること，
などにあるからである。
しかし，本決定は以下のような見地から，競売決定開始正本の債務者に
対する公示送達による民法155条の通知に民訴法113条を類推適用すること
を肯定した。すなわち，①民訴法113条は，相手方の所在が不明である場
合において，相手方に対する公示送達がされた書類に，その相手方に対し
訴訟の目的である請求又は防御の方法に関する意思表示をする旨の記載が
あるときに，その意思表示の実体法上の到達の効力を認め，ほぼ同様の公
示機能を有する民法97条ノ２所定の公示の手続を重ねて執ることを要しな
いこととして，債権者の二重の負担をかけることを回避する趣旨の規定で
ある。②競売開始決定正本の送達は，債権者の不動産競売の申立てに伴う
手続きとして法律上当然に予定されているものであり，その意味では債権
者の意思に基づいて行われるものである。判例が競売開始決定の送達が民
法115条の通知に該当するとされたのも，同送達による差押事実の通知が
債権者の意思に基づいて行われたもので，実質的には裁判所の送達行為を
通じて債権者が通知を行っているのと同視しうるからである。したがって，
競売開始決定正本の送達によって実体法上のいわゆる観念の通知が行われ
る場合について，訴訟書類の送達によって実体法上の意思表示が行われる
場合と異なった取扱いをすべき実質的な理由がないと考えられる。③民訴
法113条が，対象となる意思表示を訴訟の目的である請求又は防御の方法
に関するものと規定しているのは，訴訟の追行に必要な意思表示に限りそ
の到達の効力を認める趣旨と考えられ，競売開始決定及びその正本の送達
は競売手続の進行に必要不可欠なものであるから，これによってされる民
法115条の通知について民訴法113条を類推適用することとしても，同条の
趣旨に反するものではないと考えられる。④債務者の所在が不明である場
合に，競売開始決定正本の公示送達のほかに，別途債務者に対する民法97
条ノ２所定の手続による通知を要することは，債権者に不相応の負担をか
けるものというべきである。本決定は，民訴法113条の立法趣旨により，
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競売申立てをした債権者についても，競売開始決定正本の公示送達とは別
に債務者に対する民法上の意思表示の公示の手続を取らせる必要性に乏し
いことは民訴法113条が想定している場合と同様であるという実質的考慮
から，その類推適用を肯定したものであろう。
前記平成７年判決の判旨に従えば，公示送達の方法によっても，手続法
上の送達と実体法上の通知との相違を前提にすれば，被担保債権の消滅時
効の中断効が否定される結果になるであろう
(51)
。しかし，手続法上の送達と
実体法上の通知との相違は，旧民訴法では生じていたが，新民訴法では，
113条により，一定の場合にその相違が解消されることになった。また，
旧民訴法では，そのような意思表示については，民法97条ノ２に規定する
「公示による意思表示」をした上で，訴訟を提起する必要があったが，新
民訴法では，その規定する範囲では,「公示による意思表示」は不要で，
公示送達によって，実体法上の意思表示の効果も擬制されるので，民法
155条の通知も，意思表示に関する実体法規の適用を受けるとすると，新
民訴法の下では，平成７年判決の判旨が妥当する前提がなくなったことに
なる
(52)
。これを理由に本決定に賛成される者が多い
(53)
。石松教授は，さらに，
債務者自身に対する競売申立ての場合にも，物上保証人に対する競売申立
てと同様，裁判所から債務者への通知が時効期間満了後に届く可能性があ
ることから，到達時説をとり，債務者を法的に保護すべき合理的理由がな
いことを指摘し，物上保証人所有不動産の競売申立てに関して通知を受け
なかったことによる債務者の不利益は，未弁済の債務者にとって時効完成
による債務者からの解放が単に期待が外れたという不利益に過ぎないから
甘受すべきだとされ，さらに，そもそも行方不明ないし転居先不明の債務
者は，民法155条にいう時効の利益を受ける者にはあたらないと主張され，
類推適用を肯定することは当然だと解されている
(54)
。
 小検討
上記平成14年最高裁決定は，公示送達による掲示を始めた日から二週間
を経過した時に，債務者に対し民法155条の通知がされたもの，とされて
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いることから，同決定は送達時説の立場を前提にしたものであると思われ
る。
執行実務においては，受取人不在等の理由により送達が奏功しないこと
が多く，東京地裁執行部の不動産競売事件のうち，約４割が不送達関係事
件であるといわれている
(55)
。債務者の所在が不明により送達が出来ない場合
に，執行手続きにおいては，債権者が債務者等の所在の調査に手間取った
場合には，競売開始決定がされた後長期間経過した後に，債務者に対する
競売開始決定正本の送達が行われることも稀ではない。
民亊執行法20条が準用する民訴法172条（新民訴法106条）は，補充送達
または差置送達が効を奏しなかった場合においては，書留郵便により書類
を発送することを認めており，同法173条（新法107条３項）は，そのよう
な郵便に付する場合は，その発送の時において送達があったものとみなし
ていることから，開始決定の正本が送達されなくても，遅くとも発送の時
点で時効の中断の効力が生ずると解することができるものと考えられる
(56)
。
また，一般的には時効完成の直前に債務者に債権者の権利行使の意思を
伝えなければ，債権者は時効中断の利益を保持しえないとまで解するべき
ではない。物上保証の存在が確認されれば，主債務の存在はそこで確認で
きるものであり，債務者の不払いはもっぱら債務者の責任であって，債権
者の権利実行ないし権利確保に付，過大な手続きを課するべきではない。
弁済期の到来した債務の債務者は，請求されなくても弁済するのが当然で
あり，一般的には時効完成前に債権行使の意思が個別的に伝えなければな
らないというものではない筈である
(57)
。前記最高裁昭和50年判決が，抵当権
実行のためにする競売法による競売は，被担保債権に基づく強力な権利実
行手段であるから，時効中断の事由として差押と同等の効力を有すると解
しており，そうすれば，裁判上の請求が訴えを提起したときに時効中断の
効力が発生するもの（新民訴法147条）と同様に，物上保証人に対する不
動産競売の申立てがなされた時に時効中断の効力が発生したものと解する
ことができるものと思われる。さらに，最高裁は民法145条の「当事者」
に当たる者の範囲の「直接利益を受ける者」という一般的基準を堅持しつ
(桃山法学 第５号 ’05)72
つ，消滅時効の援用権者の具体的範囲を拡大し，大審院の判例を変更して
きたことは前述した。その中，前掲最判昭和43年９月26日民集22巻９号
2002頁，判時535号48頁，判タ227号150頁は，物上保証人に「直接受益者」
として被担保債権の援用権を認めるとともに，物上保証人の債権者は債権
者代位の方法でその債務者たる物上保証人の援用権を行使しうると判示し
た。すなわち，物上保証人は消滅時効によって直接利益を受ける「当事者」
であるとされる。そうであれば，物上保証人への差押には民法155条の適
用がなく，時効中断の効力が債務者に及ぶと解することができるのではな
かろうか
(58)
。
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